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北海道エコ・コンストラクション・イニシアティブの展開 

高橋丞二＊ 福原潤二＊＊ 
 

1．はじめに 1 

 北海道開発局では、平成20年に閣議決定され

た「地球環境時代を先導する新たな北海道総合開

発計画」に基づき、地球環境時代を先導し自然と

共生する持続可能な地域社会の形成に向けた主要

施策を推進している。また、我が国の環境施策の

先駆的取り組みとしてモデルとなる施策を展開す

る「北海道環境イニシアティブ」を政策パッケー

ジとして中期的な重点施策を推進してきている。 

「北海道エコ・コンストラクション・イニシア

ティブ」は、当施策の一環として、社会資本整備

の実施段階において、発注者と受注者が連携しな

がら、工事目的物や施工プロセスにおける環境対

策等について先駆的・実験的な取組を行うもので

あり、平成20年にスタートし、様々な取組を展

開しているところである。 

2．取組の概要 

2.1 取組の枠組み 
 北海道エコ・コンストラクション・イニシア

ティブの展開に当たっては、2つの方向で推進す

ることとしており、1つは「先駆的・実験的環境

対策の推進」、もう1つは「制度・仕組みの先導

的導入」である。 
 「先駆的・実験的環境対策の推進」とは、北海

道開発局が率先して環境対策の技術や取組をモデ

ル工事等で積極的に活用し、これらの一般化や標

準化を検討するなど、浸透・普及のため先導的な

役割を果たすものである。北海道の資源・特性を

活かしつつ、農林水産業や地元商工会議所など、

地域産業と建設工事が連携して行う取組や、新た

な技術の建設現場での活用を進めるものである。

これらの技術や取組は、民間や研究機関の様々な

要素技術や工法を現場で試行しつつ改良を積み重

ねることが必要であり、その過程で得られた成果

や課題、特性などを知見として整理することによ

──────────────────────── 
Deployment of Hokkaido Ecological Construction 
Initiative 

り同様の条件を持つ現場の道標となることが期待

される。 
 一方「制度・仕組みの先導的導入」とは、現場

での環境対策を後押しする制度や仕組みを実施ま

たは試行するものである。産廃物を資源ととらえ

地域内で地産地消を目指す資源情報の一元化と情

報提供の仕組みの構築や、多様な主体との連携の

枠組みによる技術的課題の検討などが挙げられる。

また、工事で実施した環境対策を評価し、持続的

な取組に向け浸透・定着を図るためのインセン

ティブの付与も有効な手段である。 

3．取組事例 

3.1 先駆的・実験的環境対策の推進 
3.1.1 農地の土壌改良材として泥炭の有効活用 
 北 海 道 に 広 く 分 布 す る 泥 炭 は 比 重 が 小 さ

く 軟 弱 な た め 盛 土 材 料 に 使 用 で き ず 、 現 場

か ら の 排 出 処 分 に 苦 慮 し て い た 。 一 方 で 泥

炭 は 、 通 気 性 、 保 水 性 、 保 肥 性 が 高 く 土 壌

改 良 材 と し ての 活 用可 能 性 が あ るこ と から 、

治 水 対 策 で 掘 削 し た 十 勝 川 河 川 敷 の 泥 炭 を

活用する試みを平成 20 年度から取り組んで

い る 。 厄 介

者 の 泥 炭 を

資 源 と し て

活 用 す る 資

源 循 環 の 効

果 、 処 分 費

用 の 低 減 効

果 が 期 待 さ

れ 、 地 元 と の 連 携 を 深 め な が ら 取 組 を 進 め

て い る 。 具 体 的 に は 北 海 道 開 発 局 か ら 泥 炭

を農家に運搬提供（平成 23 年度は 19 万 5
千ｍ 3）し、地元自治体が農家との調整やそ

の 後 の 作 物 の 育 成 調 査 を 行 っ て い る 。 泥 炭

投 入 後 の 耕 作 地 で は 、 甜 菜 、 デ ン ト コ ー ン

の 草 丈 が 高 く 、 葉 数 も 多 く な っ て お り 、 作

物 の 育 成 改 善 効 果 が 確 認 さ れ て お り 、 更 な

る活用が期待されている。  

写真-1 農業従事者の泥炭土見学会  

現地レポート：低炭素社会実現のための社会資本整備 
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3.1.2 すきとり物の利用による在来種の法面緑化 
工 事 現 場 で 発 生 す る す き と り 物 は 、 こ れ

ま で 建 設 副 産 物 と し て 運 搬 ・ 処 理 さ れ て き

た 。 一 方 、 す き と り 物 に は 現 地 の 在 来 種 の

種 子 が 多 く 含 ま れ 、 腐 葉 土 な ど 栄 養 分 も 豊

富 な こ と か ら 在 来 種 に よ る 法 面 緑 化 に 適 し

て お り 、 加 え て 、 現 地 で の 活 用 に よ り 運

搬 ・ 処 理 費 用 の コ ス ト 縮 減 が 可 能 と な る 。

北 海 道 開 発 局 で は 、 す き と り 物 に よ る 法 面

緑化について、平成 13 年度から試験施工を

進 め 、 植 生 の 発 芽 ・ 活 着 ・ 育 成 に 問 題 が 無

いことを確認し、平成 20 年度から標準工法

としており、全道で施工している（図 -1 参

照 ） 。 緑 化 の 法 面 保 護 機 能 を は じ め 、 在 来

種 の再生 によ る環境負 荷低減 、 CO2 排出量

の 削 減 、 廃 棄 物 処 理 量 の 抑 制 、 コ ス ト 縮 減

な ど に つ い て 継 続 的 に デ ー タ を 蓄 積 し て い

る。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
3.1.3 積雪寒冷地における中温化舗装の試行 

通 常 の ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 よ り も 加 熱 温

度を 30℃程度低減する中温化舗装は、 CO2

排 出 量 の 削 減 や 工 事 に よ る 通 行 規 制 時 間 の

短 縮 が 見 込 ま れ る な ど 大 き な 効 果 が あ る 。

平成 21 年度には国により、グリーン購入法

に 基 づ く 公 共 工 事 分 野 で の 特 定 調 達 品 目 に

指 定 さ れ て い る 。 寒 冷 期 に お け る 中 温 化 舗

装による CO2 削減効果を明確にし、今後の

活 用 の た め の 知 見 を 得 る た め 、 北 海 道 開 発

局では平成 22 年度に産学官によって構成さ

れ る 「 積 雪 寒 冷 地 に お け る 舗 装 技 術 検 討 委

員 会 」 を 設 置 し 、 中 温 化 舗 装 の 試 験 施 工 を

実施した。夏期及び冬期における CO2 削減

効 果 の 把 握 の 他 、 敷 均 し や 転 圧 時 の 温 度 の

調 査 、 長 期 供用 性 に関 す る 調 査 等を 行 った 。

（試験施工数  20 工事（うち冬期施工  7 工

事 ） ） 今 後 は 試 験 施 工 に よ っ て 得 た デ ー タ

による基準等の検討を行う予定である。  

 

 

 

 

 

 

 

3.2 制度・仕組みの先導的導入 
3.2.1 「資源バンク」による資源循環の促進 
 こ れ ま で 、 建 設 発 生 土 に つ い て は 、 事 前

に 事 業 間 で 利 用 調 整 す る な ど 有 効 利 用 に 努

め て き て い る が 、 一 方 で 情 報 不 足 に よ り 関

係 機 関 等 で の 利 用 が な さ れ な か っ た 工 事 も

あ り 、 利 用 促 進 を 図 る 上 で 課 題 と な っ て い

た 。 ま た 、 堤 防 刈 草 に つ い て は 、 北 海 道 開

発局が管理する道内集草面積のうち約 8 割

の 刈 草 が 利 用 さ れ て い る 状 況 で あ る が 、 残

り 2 割については利用がされておらず、課

題となっていた。  
 こ の こ と か ら 北 海 道 開 発 局 で は 、 建 設 副

産 物 の 有 効 利 用 を 促 進 す る た め 「 土 砂 バ ン

ク 」 「 刈 草 バ ン ク 」 か ら な る 「 資 源 バ ン

ク 」 を 設 立 し 、 計 画 段 階 か ら 地 方 自 治 体 や

民 間 等 へ 情 報 公 開 し 、 循 環 資 源 を 排 出 す る

現 場 と 、 利 用 す る 現 場 と の マ ッ チ ン グ を

行 っ て い る 。 資 源 バ ン ク で は 、 発 生 が 予 定

さ れ る 利 用 未 調 整 の 「 土 砂 」 「 堤 防 刈 草 」

に 関 す る 情 報 （ 発 生 場 所 、 発 生 量 、 発 生 時

期、土質、草種、問合せ窓口等）を、 HP や

メ ー リ ン グ リ ス ト に よ り 関 係 自 治 体 や 一 般

へ提供している（図 -2 参照）。  

事務所等名 担当係名 電話番号 施工市町村名 地先 工事名等 5月 6月 ７月 8月

現場にストックヤード有

（3,000ｍ3堆積可能）

札幌市内なら運搬可

（ただし、50km以内）

-3,000

-1,000

○○係 ***-***-**** 札幌市北区

+2,000
△△係 ***-***-**** 札幌市中央区 北□条西○丁目

工事情報

○○開発建設部
△△事務所

○○開発建設部
××事務所

-2,000

-1,000

+3,000 +3,000

□☆△道路工事

備考土質

□××改良工事

未定

粘性土

砂質土

礫質土

B工事（公告前）

平成24年度　土砂情報（m3）

北○条東△丁目 ○△□改良工事 砂質土

+2,000 +2,000

□□係

◎◎係 ***-***-**** 岩見沢市 ○○町△丁目□

***-***-**** 江別市  

 

 

写真-2 中温化舗装施工状況  写真-3 出荷温度管理状況  

表土（草の根混じり）

のり面へ張り付け
（20～30cm）

表土（草の根混じり）

のり面へ張り付け
（20～30cm）

図-1 すき取り物による法面緑化  

図-2 土砂バンク情報提供イメージ  
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平成 23 年度の土砂バンクの取組では、 8
件（ 14 万 1 千ｍ 3）の土砂の利用調整が行わ

れ、約 9,400 万円（試算）のコスト縮減効

果 を も た ら し て い る 。 今 後 、 民 間 も 含 め た

排 出 者 、 利 用 者 へ の 取 組 の 一 層 の 周 知 を 進

め、取組の浸透を図る予定である。  
3.2.2 「環境家計簿」の試行によるCO2削減量の

見える化 
 地 球 温 暖 化 ガ ス 削 減 に 向 け 、 建 設 工 事 の

実施段階においても CO2 排出削減が求めら

れ て い る こ と か ら 、 北 海 道 開 発 局 で は 平 成

21 年度より、建設現場における CO2 排出量

を 見える 化し 、 CO2 削 減活動 の促 進と、受

注者、発注者の CO2 削減に対する意識向上

を 目 的 と し た 「 環 境 家 計 簿 」 を 試 行 し て い

る。  
 平成 21 年度試行では、全道 10 工事で試

行し、それぞれの工事の CO2 削減率が 2～
3％となるなど、一定の削減効果を確認した。

た だ し 、 集 計 手 法 と し て 燃 料 消 費 実 績 を

個 々 の 伝 票 を元 に 積上 げ る も の であ る ため 、

作 業 の 繁 雑 さ 、 リ ー ス ・ 下 請 け 契 約 形 態 に

よ る 追 跡 の 困難 性 など の 課 題 が 挙げ ら れた 。

このため、平成 22～ 23 年度の試行では、集

計 方 法 を 大 幅 に 改 善 し 、 現 場 の 重 機 等 の 延

べ 導 入 台 数 、 運 搬 距 離 、 作 業 量 、 削 減 活 動

の 取 組 実 施 率 に よ り 算 出 が 可 能 で あ る 日 本

建 設 業 連 合 会 の 算 出 手 法 を 取 り 入 れ 、 集 計

手 間 を 大 幅 に軽 減 した と こ ろ で ある 。 また 、

こ の 算 出 方 法 以 外 に 、 施 工 方 法 の 工 夫 な ど

先 進 的 取 組 に よ る 削 減 活 動 に つ い て 別 途 集

計 し 、 現 場 状 況 に 応 じ た 削 減 活 動 も 促 進 し

ているところである。平成 23 年度は 350 件

の 工 事 で 試 行 し 、 試 行 工 事 の 平 均 削 減 率

6.2％、合計削減量 1,409ｔ -CO2（ 80 年生の

スギが 1 年間に吸収する量の約 104,000 本

分）となっている（図 -3,4 参照）。  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 24 年度は、前年度を上回る削減率を

目 標 と し つ つ 、 引 き 続 き 「 環 境 家 計 簿 」 の

試 行 を 実 施 す る こ と と し て い る 。 こ れ ま で

の 試 行 の 課 題 を 踏 ま え 、 取 組 の 種 類 に よ る

メ リ ッ ト 、 デメ リ ット を 収 集 ・ 分析 し つつ 、

特 に コ ス ト と の 関 連 に つ い て 把 握 し 、 取 組

の 阻 害 要 因 を 明 ら か に す る な ど 、 建 設 現 場

での CO2 削減活動の促進に向けた取りまと

め を 進 め る 予 定 で あ る 。 ま た 、 集 計 方 法 や

削 減 事 例 を 分 か り 易 く ま と め た 「 環 境 家 計

簿の手引き (案 )」を改訂することとしている。  
3.2.3 優良工事表彰への環境対策項目の導入 

環 境 、 エ ネ ル ギ ー 技 術 に 意 欲 的 に 取 り 組

み 、 他 の 模 範 と な る 推 奨 す べ き 成 果 を 上 げ

た 企 業 へ の イ ン セ ン テ ィ ブ 付 与 に 関 す る 取

り組みとして、平成 20 年度工事より優良工

事 表 彰 制 度 の 選 考 基 準 に 「 環 境 対 策 」 を 新

た に 導 入 し 、受 賞 者の 選 考 を 実 施し て いる 。  
平成 24 年度（ 23 年度工事対象）優良工

事表彰では、全 24 工事中、 7 工事で「環境

対 策 」 を 評 価 し 、 模 範 と な る 取 り 組 み を し

た 企 業 に 対 し て イ ン セ ン テ ィ ブ を 付 与 し て

きている。  

3.2.4 「エココン手帳」の活用 
 北 海 道 開 発 局 で は 、 現 場 レ ベ ル で の 一 層

の 環 境 対 策 の 推 進 と 、 現 場 関 係 者 の 意 識 向

上を目的として、平成 21 年度に「エココン

手 帳 」 を 現 場 関 係 者 向 け の 資 料 と し て 作 成

し 、 配 布 、 活 用 し て い る 。 内 容 は 建 設 段 階

で の 法 令 、 基 準 、 手 続 き 、 制 度 、 事 例 な ど

の ポ イ ン ト を ま と め た も の と な っ て い る 。

現 場 関 係 者 が活 用 しや す い 内 容 とす る ため 、写真-4 ICT施工による削減  
    例  

写真 -5 ソーラー式機材の
使用による削減例  

図-4 アンケート結果  図-3 CO2削減率の推移  
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分 か り 易 さ や 必 要 な 最 新 情 報 の 追 加 な ど 、

随時、内容の改善を図ることとしている。  

4．今後の展開 

4.1 先導的役割の充実 

 こ れ ま で の 取 組 の 成 果 な ど を 踏 ま え 、 更

な る 取 組 の 拡 大 と 普 及 を 図 る た め 、 取 組 の

充 実 と Ｐ Ｒ を 進 め る こ と が 重 要 で あ る 。 試

行 段 階 の も の は 現 場 で の 試 行 結 果 を 踏 ま え

た 改 良 を し つ つ 、 本 格 実 施 に 向 け た 課 題 の

整 理 、 一 般 化 ・ 基 準 化 す る た め の 検 討 を 引

き 続 き 進 め る こ と と し て い る 。 ま た 、 建 設

現 場 に お け る 建 設 副 産 物 に 目 を 向 け て 、 建

設 現 場 か ら 発 生 す る コ ン ク リ ー ト 廃 材 や 泥

炭など、これまで厄  
介者であった建設副  
産物の建設現場内で  
の再資源化やバイオ  
エネルギー化に向け  
た取り組みを進める  
予定である。  

 

4.2 「見える化」の検討、推進 

社 会 資 本 の 各 段 階 に お け る 環 境 負 荷 を 適

切 に 評 価 す る 手 法 と し て 、 LCA（ ラ イ フ サ

イクルアセスメント「社会資本 LCA」）技

術 の 開 発 が 、 国 交 省 国 土 技 術 政 策 総 合 研 究

所 や 土 木 学 会 で 進 め ら れ 、 報 告 書 が ま と め

ら れ て い る 2 ) 。 こ の 中 で 開 発 さ れ た LCI
（ ラ イ フ サ イ ク ル イ ン ベ ン ト リ ア ナ リ シ ス

手法「社会資本 LCI」）は、設計段階での

環 境 負 荷 を 考 慮 し た 比 較 設 計 の 実 現 や 、 工

事 実 施 段 階 で の 資 材 調 達 、 運 搬 計 画 、 施 工

実施計画における C02 削減効果の「見える

化 」 を 実 現 す る も の と な っ て い る 。 北 海 道

エ コ ・ コ ン ス ト ラ ク シ ョ ン ・ イ ニ シ ア テ ィ

ブ で も 適 用 で き る 取 組 を 選 定 し 、 分 析 結 果

を 事 例 と し て 活 用 す る な ど の 検 討 を 進 め る

予定である。  
4.3 自然共生社会の形成 

北海道の豊かな自然環境は、我が国にとってか

けがえの無いものであり、これを次世代に引き継

ぐためには、多様な野生生物の生息・生育環境の

保全・再生・創出、水環境の保全・改善等を進め、

生態系ネットワークの形成を図る必要がある。 
このため、世界自然遺産の知床及びその周辺地域、

釧路湿原・サロベツ原野などのラムサール条約湿

地、自然公園などの自然環境については、水質保

全、土砂流入対策、緩衝帯設置などの保全・再生

を推進する。さらに、多様な動植物の生息・生育

環境の確保を図るため、多自然型川づくりを始め、

河川や湿原、藻場、干潟、汽水域等の海域・沿岸

域の良好な環境の保全・再生を推進する。 
工事実施段階では、仮設ヤードの樹林復元、ビ

オトープ整備、貴重種の移植、生息域分断配慮、

すき取り物を利用した盛土法面の再緑化、生態学

的混播・混植法による樹林再生など、自然環境に

与える影響を回避、低減、代償するための様々な

取組を専門家の指導などを踏まえながら取り組む。 

5．まとめ 

「 北 海 道 エ コ ・ コ ン ス ト ラ ク シ ョ ン ・ イ

ニシアティブ」は、今年で 5 年目を迎えて

い る 。 今 後 も 北 海 道 の 優 れ た 資 源 ・ 特 性 を

活 か し た 先 駆 的 ・ 実 験 的 な 取 組 を 積 極 的 に

推 進 す る と と も に 、 環 境 対 策 を 促 進 す る た

め の 制 度 ・ 仕 組 み の 導 入 や 連 携 の 拡 大 、 取

組 の 普 及 ・ 浸 透 な ど を 進 め 、 施 策 の 拡 充 を

図って行く考えである。  
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